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重要事項説明書 
指定居宅介護支援事業所こもれびの里 

 

事業所は利用者に対して居宅介護支援を提供します。事業所の概要や提供するサービスの内容、契約上ご注

意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

１．事業所経営法人 

（１）法 人 名  社会福祉法人きたの愛光会 

（２）法 人 所 在 地  北見市北光２８０番地７ 

（３）電 話 番 号  ０１５７－６８－１１６５ 

（４）代 表 者 名  理事長 関 建久 

（５）設 立 年 月  平成１０年１２月 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類   指定居宅介護支援事業所 

              平成１２年４月１日指定 北海道０１７５０００２１５号 

（２）事業所の目的   事業所は、介護保険法に従い利用者が有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、適正な居宅介護支援をを提供します。 

（３）事業所の名称   指定居宅介護支援事業所こもれびの里 

（４）事業所の所在地  北見市北光２９６番地９ 

（５）電話番号     ０１５７－３３－１００３ 

（６）監督責任者    大栄 一裕 

（７）管理者      鞍元 三枝子 

（８）事業所の運営方針 

要介護状態又は要支援状態になった利用者がその有する能力に応じ自立した生活を営むことが出来る

よう配慮し、多様な事業者の中から利用者の選択に基づき、適切な保険医療サービス及び福祉サービス（以

下、「居宅サービス等」という。）総合的かつ効果的に提供されるよう支援する。 

（９）開設日        平成１２年４月１日  

（10）事業者が合わせて実施する事業 

事   業   所   名 

特別養護老人ホームこもれびの里（従来型施設） 

特別養護老人ホームこもれびの里せせらぎ（ユニット型施設） 

特別養護老人ホームこもれびの里短期入所生活介護事業所（介護予防・障害福祉サービス含） 

特別養護老人ホームこもれびの里みわ   （地域密着型施設） 

特別養護老人ホームこもれびの里緑ヶ丘 （地域密着型施設） 

北見市北光デイサービスセンター（通所介護相当サービス含） 

北見市南部地区地域包括支援センター（介護予防支援事業含） 

 

３．職員の配置状況 

事業所では、サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

４．営業日及び職員の勤務体制 

  （１）営業日（勤務日）    月曜日～金曜日（但し、祝日、１２月３０日から１月３日を除く） 

（２）営業時間（勤務時間）  ８：３０～１７：３０ 

                 但し、緊急等の場合は２４時間体制で受付けております。 

 

職    種 常勤者数  業務内容 

・管理者  （兼務）                （１名）  事業所の運営及び業務全般の管理 

・主任介護支援専門員  １名 
居宅介護支援サービス等に係る業務 

・介護支援専門員 １名 
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５．実施地域           北見市（端野、留辺蘂、常呂を除く） 

 

６．担当職員 

 ○担当する介護支援専門員は、             です。 

（１）職員は常に身分証明書を携帯していますので、必要な場合には、提示をお求めください。 

（２）利用者はいつでも担当職員の変更を申し出ることが出来ます。その場合変更を拒む正当な理由がない

限り、職員の変更申し出に応じます。 

 

７. 提供する居宅介護支援サービスの内容 

（１）居宅介護支援サービスの提供にあたっては、利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化防止、要介護状態

になることの予防になるよう、適切にサービスを提供します。 

（２）サービスの提供は懇切丁寧に行い、利用者及びその家族にわかりやすいよう説明いたします。 

（３）居宅サービス計画書の作成 

   ＊居宅サービス提供までの手順は次のとおりです。 

①居宅に訪問して、利用者やその家族からお話を伺います。（課題分析） 

②利用者の同意を得て、主治医の方に意見をお尋ねすることがあります。 

③居宅サービス計画書の原案を作成します。 

④介護支援専門員を中心に居宅サービス事業所等と利用者及びその家族とサービス担当者会議を開いて検 

討します。 

⑤居宅サービス計画書の、内容、利用料、保険の適用などを利用者及びその家族に説明を行い、同意を得 

て交付します。 

⑥利用者へサービス利用票を交付します。 

⑦居宅サービス等の利用が開始となります。 

⑧以後、少なくとも一月に一回、利用者に面接し、結果を記録します。（モニタリング） 

ただし、次のいずれにも該当する場合、少なくても二月に一回の居宅訪問での面接かつ訪問しない月 

においては、テレビ電話装置等を活用して面接することができます。 

ア テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ていること。 

イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者、その他の関係者 

に同意を得ていること。 

     ⅰ 利用者の心身の状態が安定していること。 

     ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

     ⅲ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用した面接では把握できない情報について、担当 

者、その他関係者から提供を受けること。 

（４）情報の提供 

（５）要介護認定の申請、変更の代行 

（６）関連事業所等との連絡調整 

（７）給付管理表の作成･提出 

＊毎月、国民健康保険団体連合会へ提出し、居宅介護サービスをチェックします。 

（８）医療系サービスを希望された場合は、主治医等へ意見を求め、この意見を求めた主治医等に対して居宅

サービス計画を交付します。 

（９）居宅サービス事業者等から得た、利用者の口腔に関することや服薬状況、介護支援専門員が把握した状

態等について、主治医や歯科医師、薬剤師等に必要な情報を提供します。 

（10）利用者及びその家族は、居宅サービス計画書に位置付ける居宅サービス事業所について複数の紹介を求

めることや、当該事業所を居宅サービス計画に位置づけた理由の説明を求めることができます。 

（11）前６月間に当事業所において作成したサービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与

及び地域密着型通所介護がそれぞれ位置付けた居宅サービス計画の数が占める割合の説明を行います。 

（12）前６月間に当事業所において作成した居宅サービス計画に位置付けた訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与及び地域密着型通所介護ごとの回数のうち同一の指定居宅サービス事業者又は地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合等について説明を行います。 

 

８．介護給付費対象の利用料金 

    利用料金は、保険者から全額給付されます。（自己負担は発生しません。） 

但し、法定代理受領サービスが受けられない場合は、１ヶ月につき次表（１）及び（２）の該当する額

をお支払いいただき、事業所から利用料等を記載した「指定居宅介護支援提供証明書」を交付します。 
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(１)居宅介護支援費 

①居宅介護支援費Ⅰ 

 要介護１、２ 要介護３，４、５ 

居宅介護支援費（ⅰ） １０,８６０円 １４,１１０円 

居宅介護支援費（ⅱ） ５,４４０円 ７,０４０円 

居宅介護支援費（ⅲ） ３,２６０円 ４,２２０円 

   

②居宅介護支援費Ⅱ 

 要介護１、２ 要介護３，４、５ 

居宅介護支援費（ⅰ） １０,８６０円 １４,１１０円 

居宅介護支援費（ⅱ） ５,２７０円 ６,８３０円 

居宅介護支援費（ⅲ） ３,１６０円 ４,１００円 

 

 (２)居宅介護支援サービスに係る加算            

加 算 項 目 加 算 額 加 算 項 目 加 算 額 

初回加算 ３,０００円 退院・退所加算（Ⅰ）イ ４,５００円 

特定事業所加算（Ⅰ） ５,１９０円 退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６,０００円 

特定事業所加算（Ⅱ） ４,２１０円 退院・退所加算（Ⅱ）イ ６,０００円 

特定事業所加算（Ⅲ） ３,２３０円 退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７,５００円 

特定事業所加算（Ａ） １,１４０円 退院・退所加算（Ⅲ） ９,０００円 

特定事業所医療介護連携加算 １,２５０円 通院時情報連携加算 ５００円 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２,５００円 緊急時等居宅カンファレンス加算 ２,０００円 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２,０００円 ターミナルケアマネジメント加算 ４,０００円 
※初回加算は、新規に居宅サービス計画を作成した場合または、要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画

を作成した場合に算定します。 

※特定事業所加算は、２４時間の連絡体制、利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とし

た会議を定期的に開催や職員に対する計画的な研修の実施・他事業所と共同での困難事例検討会・研修会の開催、主任介護支援

専門員の配置等厚生労働大臣が定めた基準に該当する場合に算定します。 

※特定事業所医療介護連携加算は、病院、診療所等の連携の回数が厚生労働大臣の定める基準に適合した場合に算定します。 

※入院時情報連携加算は、ご利用者が病院又は診療所に入院するに当たり、その病院又は診療所の職員に対して、心身の状況や生

活環境等の必要な情報を提供した場合に算定します。 

※退院・退所加算は、病院若しくは診療所に入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設に入所していた利用者が

退院又は退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着サービスを利用する場合において、利用者の退院又は退所に当た

って、病院、診療所等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅

サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合に算定します。 

※通院時情報連携加算は、利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に当事業所の職員が同席し、医師又は歯科医師に利用者の

心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師又は歯科医師から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サ

ービス計画に記録した場合に算定します。 

※緊急時等居宅カンファレンス加算は、病院又は診療所の求めにより、医師又は看護師等と共に利用者の居宅に訪問し、カンファ

レンスを行い、必要に応じて、ご利用者に必要な居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合に算定

します。 

※ターミナルケアマネジメント加算は、在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する利用者又はその家族

の意向を把握した上で、死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、利用者又はその家族の同意を得て、利用者の居宅を訪問し、

利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合に算定しま

す。 

 

９．介護給付費対象外の利用料金 

 （１）交通費 

    ①事業所の実施地域内は無料となります。 

    ②上記以外の地域へ介護支援専門員が訪問する場合は、事業所を起点として交通費を負担していただき

ます。    

  〇１Ｋｍ毎に３７円 

（２）複写物の交付 

     利用者及びその家族は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧することができます。また、複

写物を必要とする場合には当法人の個人情報規程に準じてご負担いただきます。 
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１０．緊急時の対応について 

   事業所は、サービス提供事業者等から、緊急の連絡があった場合は、予め確認している連絡先及び医療機

関等に連絡を行い指示に従います。 

 

１１.虐待防止等 

 （１）事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、虐待防止に関する責任者を定め、事業所におけ

る虐待防止に必要な体制を整備します。 

 （２）事業所は、感染症の予防及びまん延防止に努めます。 

 （３）事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行いません。ただし、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１２．秘密の保持 

 （１）事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者および

その家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後でも同様です。 

（２）事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議などにおいて、利用者の個人

情報を用いません。 

（３）事業者は、利用者のご家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、当該家

族の個人情報を用いません。 

 

１３．相談及び苦情の受付けについて 

 （１）事業所に係る苦情に迅速かつ適切に対応するために苦情を受付けるための窓口を設置しています。苦情

やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。また、苦情受付ボックスを事業所内「正面玄関入口」に設置

しています。 

      ○苦情受付窓口（担当者） 「職名」 管理者  「氏名」 鞍元 三枝子 

○受 付 時      毎週月曜日～金曜日（祝日・１２月３０日から１月３日は除く）                      

                    ８：３０ ～ １７：３０ 

      ○電 話 番 号       ０１５７－３３－１００３ 

（２）事業所による解決を望まない場合、又は当事者間の話し合いが困難な場合は、以下の行政機関等に申し

出ることもできます。 

 

※ 行政機関及びその他受付け機関 

北見市保健福祉部介護福祉課 

所在地  北見市大通西３丁目１番地１ 

電話番号 ０１５７‐２５‐１１４４ 

ＦＡＸ  ０１５７‐２６‐６３２３ 

北海道福祉サ－ビス運営 

適正化委員会 

所在地 札幌市中央区北２条７丁目（かでる２・７）５Ｆ 

     北海道社会福祉総合センター 

電話番号 ０１１‐２０４‐６３１０ 

ＦＡＸ  ０１１‐２０４‐６３１１ 

 

北海道国民健康保険団体連合会 

 

所在地 札幌市中央区南２条西１４丁目（国保会館６階）  

電話番号 ０１１‐２３１‐５１６１ 

ＦＡＸ  ０１１‐２３３‐２１７８ 

 

（３）苦情を受付けた場合には、苦情の内容及びその後の措置について記録するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

令和   年   月   日 

 

 

     利用者            の居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の

説明を行いました。 

  

事 業 所 名  社会福祉法人きたの愛光会  

居宅介護支援事業所こもれびの里 

説 明 者   職  名 介護支援専門員 

 

                  氏  名                       ㊞ 

 

 

私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、居宅介護支援サービスの提供開始に同意し

ました。 

 

利 用 者   住   所                   

記 入 欄 

        氏   名                 ㊞ 

 

 

代筆者名（本人署名が困難な場合） 

住   所                  

 

氏   名                 ㊞ 

                      （続柄            ） 

 

       代筆の理由                           

 

 

                  住   所                   

同 意 者 

記 入 欄 

                  氏   名                 ㊞ 

                         （続柄等            ） 


